様式第３号（第１０条関係）
（その１）
（リフォーム対象者）
　　　　　　年　　月　　日

敦賀市長　あて
申請者
　住所
　氏名
電話番号
敦賀市新婚・子育て世帯と移住者への住まい支援事業補助金交付申請書

	申請者の区分
	□ 購入した新婚世帯　　□ 賃借した新婚世帯
□ 購入した子育て世帯　□ 賃借した子育て世帯
□ 購入した移住者　　　□ 賃借した移住者
□ 購入した自然災害による被災者
□ 賃借した自然災害による被災者
□ 空き家を購入又は賃貸し新たに多世帯同居をした者
□ 空き家を購入又は賃貸し新たに多世帯近居をした者
□ 賃貸する空き家所有者

	居住誘導区域の区分
	□ 居住誘導区域内　　　　　　　□ 居住誘導区域外

	工事の完了の予定期日等
	工事着工予定日　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
工事完了予定日　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

	交付申請額
	金　　　　　　　　　　　円

	交付申請額の算出方法及び補助事業の経費
	リフォーム工事概要書のとおり


　標記事業について、空き家リフォームに係る補助金の交付を受けたいので、敦賀市新婚・子育て世帯と移住者への住まい事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。
≪添付書類≫
（１）リフォーム工事概要書（様式第３号その２）
（２）工事着工前の写真（住宅全体及び対象工事に係る部分）
（３）図面（付近見取図、配置図、工事の内容がわかる工事前後の図面（平面図、立面図、断面図））
（４）工事見積書の写し
（５）賃借の場合については、賃貸借契約書の写し
（賃貸借契約書には、造作買取請求権の放棄※1の記載があること）
（６）賃借の場合については、賃貸人の改修承諾書
（７）賃貸する空き家所有者によるリフォームの場合は、所有者であることが確認できる書類
（登記事項全部証明書、固定資産税の納税通知書等）
（８）申請者と同居予定者を含む世帯全員の住民票の写し※2
（９）申請者及び近居者全員の住民票の写し※2
（10）子３人以上であることがわかる書類
　　　 子ども３人以上世帯加算する場合のみ
（11）リフォーム済物件購入加算についてはリフォーム済であることを証明する書類
（様式第３号その３）※2
（12）申請者と同居予定者との関係性を示す書類（様式第３号その４）※2
（13）申請者と近居者の関係性を示す書類（様式第３号その５）※2
（14）同意書（様式第３号その６）
（15）誓約書（様式第３号その７）※賃貸する空き家所有者の場合は添付不要
※1　造作買取請求権の放棄：賃借人が改修費用を負担する場合、契約終了後において、その改修によって増加した財産については賃貸人のものとする内容
※2（８）～（１２）は、申請者が新たに多世帯同居・近居をするために空き家を購入または賃借した後にリフォームを行う者
であり、当該年度に購入補助を受けない場合に限る。

様式第３号
（その２）

リフォーム工事概要書
	申請者の区分
	□ 購入した新婚世帯　　□ 賃借した新婚世帯
□ 購入した子育て世帯　□ 賃借した子育て世帯
□ 購入した移住者　　　□ 賃借した移住者
□ 購入した自然災害による被災者
□ 賃借した自然災害による被災者
□ 空き家を購入又は賃貸し新たに多世帯同居をした者
□ 空き家を購入又は賃貸し新たに多世帯近居をした者
□ 賃貸する空き家所有者

	居住誘導区域等の区分
	□ 居住誘導区域内　　　　　　　□ 居住誘導区域外

	対象住
宅
	所在地
	

	
	所有者
	

	
	空き家情報バンクの登録の有無 ※
	□　有
	□　無

	施工業者
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	リフォーム工事
	
	工　事　内　容
	予定工事金額（見積額）

	
	補助対象工事
	
	円

	
	補助対象外工事
	
	円

	
	合　計
	円

	補助金交付申請額〔千円未満切捨て〕
補助対象工事費の１／３
居住誘導区域等内：最大６０万円、居住誘導区域等外：最大３０万円
子ども３人以上世帯加算：最大３０万円
	円



※ 申請者の区分が「新婚世帯」、「子育て世帯」、「移住者」、「空き家所有者」、「多世帯同居」の場合には、敦賀市空き家・空き地情報バンクに登録された空き家であること

様式第３号
（その６）


同　　意　　書


　敦賀市新婚・子育て世帯と移住者への住まい支援事業補助金交付申請にあたり、敦賀市に提供した個人情報については、敦賀市新婚・子育て世帯と移住者への住まい支援事業補助金交付要綱第２０条に基づき、申請に係る事務処理に利用する他、アンケート等の調査に利用することに同意します。
また、同一の補助対象に対し、他の補助金を受けていないか調査するために、利用又は国及び福井県へ提供することに同意します。



　　年　　月　　日


敦賀市長　　あて


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　


















様式第３号
（その７）



誓　約　書

私は、敦賀市新婚・子育て世帯と移住者への住まい支援事業補助金交付申請にあたり、下記のとおり誓約します。


記


１　申請書及び提出書類の内容は、全て事実と相違ありません。

２　補助金の交付を受けた日から起算して１０年以内に、居住地を変更することになった場合、建物を除却することになった場合又は建物の用途を変更することになった場合には、速やかにその旨を報告します。

３　交付された補助金の全部又はその一部について、敦賀市長から返還の求めがあった場合には、速やかに補助金全額を返還します。



　　　年　　　月　　　日

敦賀市長　あて


住 所

氏 名









様式第３号
（その４）
（新たに多世帯近居をするために空き家を購入する者等の場合）
（新たに多世帯近居をするために空き家を購入する者等の場合）

申請者と近居者
【申請者】
	
	氏　　名
	住　　所
	続　柄
（申請者からの関係）
	年齢
	備　考

	１
	
	
	本人
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	


【近居者】
	
	氏　　名
	住　　所
	続　柄
（世帯主からの関係）
	年齢
	備　考

	１
	
	
	世帯主
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	




【系図】（申請者と近居者の間柄を図示してください。）


                 

　　　　　　                 
　　　　　　　　　

(記入例)

敦賀　太郎
　花子















福井　一郎
雪子

花子


福井 一郎

月子










様式第３号（その５）

申請者と同居者
【申請者】

	
	氏　　名
	住　　所
	続　柄
（申請者からの関係）
	年齢
	備　考

	１
	
	
	本人
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	


【同居者】
	
	氏　　名
	住　　所
	続　柄
（世帯主からの関係）
	年齢
	備　考

	１
	
	
	世帯主
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	



【系図】（申請者と同居者の間柄を図示してください。）



                 

　　　　　　                 

　　　　　　　　　

(記入例)
　花子

敦賀　太郎

花子


雪子

 月子












福井　一郎


月子












様式第３号
（その３）
　　　年　　月　　日
リフォーム済物件リフォーム証明書
	証明申請者
	住　所
	

	
	氏　名
	

	家屋番号及び所在地
	

	工事完了年月日
	



（１）実施した工事の内容
	



（２）実施した工事の費用の額等
	1 リフォームに要した費用の額
	              円

	2 リフォームに係る補助金等の交付の有無
	　 有    　無

	
	「有」の場合
	交付される補助金等の額（上限60万円）
	              円

	3 多世帯同居・近居仕様へリフォームした場合ご記入ください。
	

	
	ア　リフォームに要した費用の額のうち、多世帯同居・近居仕様へ
リフォームするために要した費用の額
	              円

	
	イ　多世帯同居・近居仕様へのリフォームに係る補助金等の交付の有無
	　 有    　無

	
	
	「有」の場合
	交付される補助金等の額（上限30万円）
	              円

	4 ②および③イの合計額
	　　　　　　　円



　（３）建築士事務所等に属する建築士の確認
	確認を行った
建築士
	氏　　　　　名
	                                                   印

	
	住　　　　　所
	

	
	一級建築士、
二級建築士又は木造建築士の別
	
	登録番号
	

	
	
	
	登録を受けた都道府県名
(二級建築士又は木造建築士の場合)
	

	確認を行った
建築士の属する建築士事務所等
	名　　　　　称
	

	
	所在地
	

	
	一級建築士事務所、二級建築士事務所又は、木造建築士事務所の別
	

	
	登録年月日及び登録番号
	



